
 

 

 

 

三 原 市 の 財 政 状 況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

- 1 - 

平成 21年度の予算編成状況及び平成 20年度予算の補正・執行状況について 

 

Ⅰ 平成 21年度の予算の編成状況について 

  一般会計の予算は，総額 406億 100万円で，前年度に比べて 10.0％の減となってい

ます。 

現在の社会経済は，住宅バブルの崩壊，資源エネルギー価格の急激な変動，金融シ

ステムの不安定化など次々と問題が発生し，世界経済全体が減速傾向を強めています。     

また，雇用情勢は急激に悪化しており，総務省が発表した 3月の完全失業率は 4.8%

で失業者数は前年より 67万人増え，増加幅としては過去最高に並ぶ高水準となって

います。 

県内においては，雇用・所得環境が厳しさを増す中で，個人消費は弱めの動きが続

いており，住宅投資も弱めとなっているなど景気は悪化を続けているが，そのテンポ

は緩やかとなっています。 

一方，市内の状況は，三原商工会議所の今年 3月の市内企業に対する景気観測調査

報告において，景気局面を把握する経済指標であるＤＩ（ディフュージョン・インデ

ックス）が昨年 12月調査より製造業部門で 17.5ポイントも下降（全業種では 6.5ポ

イントの下降）していることから，総体的に厳しい見通しとなっております。 

このような状況の中，三原市においては年度当初に市長選挙が行われるため，新規

の政策的事業を盛り込まず，義務的経費や継続的経費を中心とした「骨格予算」を平

成 21年度の当初予算としておりますが，現在の危機的経済状況を考慮し，緊急経済・

雇用対策等に要する経費を計上した予算編成となっております。 

歳入歳出予算の概要は次のとおりです。 

歳入では，個人市民税は，給与所得,営業所得は前年並みを見込み，分離課税の土

地及び株式の譲渡所得は減を見込んだことにより前年度比 1.1％の減，法人市民税は

景気後退の影響による法人所得の激減を勘案し，18.5％の減を見込んでいます。 

地方交付税は，地方財政計画をもとに，基準財政需要額及び基準財政収入額を推計

し，加えて税収における都市と地方の偏在是正のための「地方再生対策費」を見込み

0.5％の減を見込んでいます。 

市債については，前年度当初比で 31.2％の減ですが，これは本郷駅前整備事業の影

響による減額です。 

歳出では,放課後児童クラブの増設や高齢者の孤独死，消費者被害防止などの少子

高齢化社会対策等の充実，国際理解教育推進事業や三原城跡周辺整備事業などの学校

教育・社会教育の充実，街路建設などの都市基盤整備，汚泥再生処理センター建設な

どの衛生環境整備，農林水産業の振興など農業生産基盤整備，環境保全と循環型社会

の構築などの諸施策を着実に進めます。 

特別会計は 23会計で予算 253億 882万円，前年度の当初比 3.9％の減となっていま

す。 
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県支出金
2,406,098

5.9%

財産収入
443,509

1.1%

繰入金，寄附金
515,625

1.2%

その他
1,148,849

2.8%

諸収入
2,116,936

5.2%

市債
3,221,500

7.9%

地方交付税
8,565,000

21.1%

国庫支出金
 3,883,513

9.6%

分担金，負担金
使用料，手数料

1,633,050
4.1% 地方消費税交付金

1,041,863
2.6%

市税
15,625,057

38.5%

歳　入
　

40,601,000千円

(100.0%)

 

 

 

 

 

 

依存財源
20,266,822

49.9%

自主財源
20,334,178

50.1%

総　額
40,601,000千円

(100.0%)

 

平成２１年度 

 一般会計当初予算（歳入）                    (単位：千円) 

その他の内訳   

地方譲与税       573,242  (1.4%)                利子割交付金       58,415  (0.1%) 

配当割交付金       17,288  (0.0%)         株式譲渡割付金       6,089  (0.0%) 

ゴルフ場利用税交付金  103,370  (0.3%)         自動車取得税交付金   188,072  (0.5%) 

地方特例交付金     178,272  (0.4%)         交通安全対策特別交付金  24,100  (0.1%) 

繰越金               1  (0.0%) 

 

 一般会計当初予算（歳入財源別）                 (単位：千円) 
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民生費
12,081,102
29.8%

総務費
5,028,234
12.4%

その他
183,845
0.5%

議会費
370,506
0.9%

衛生費
2,663,427
6.5%

労働費
305,371
0.7%

農林水産業費
1,340,069
3.3%

商工費
1,666,645
4.1%

土木費
5,020,752
12.4%

消防費
1,661,496
4.1%

教育費
3,714,151
9.1%

公債費
6,565,402
16.2%

目的別歳出

40,601,000千円

(100.0%)

人件費
8,906,813
21.9%

扶助費
6,174,758
15.2%

物件費
4,928,343
12.1%

補助費等
3,776,205
9.3%

維持補修費
635,680
1.6%

公債費
6,565,319
16.2%

投資的経費
3,939,144
9.7%

その他
5,674,738
14.0%

性質別歳出

40,601,000千円

(100.0%)

 

 

その他の内訳 

積立金            32,864  (0.1%) 

出資金・貸付金 1,803,920  (4.4%) 

繰出金         3,837,954  (9.5%)  

一般会計当初予算（目的別歳出）                  (単位：千円) 

一般会計当初予算（性質別歳出）                  (単位：千円) 

その他の内訳 

災害復旧費             1  (0.0%) 

諸支出金         153,844  (0.4%) 

予備費            30,000  (0.1%)  
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義務的経費
21,646,890
53.3%

投資的経費
3,939,144
9.7%

その他経費
15,014,966
37.0% 総　　額

40,601,000千円

(100.0%)

 

普通建設事業費内訳・前年度比較         （ 単 位 ： 千 円 ） 

補助事業費
1,945,934

補助事業費
4,838,218

単独事業費
1,808,938

単独事業費
2,898,426

負担金事業費
166,272

負担金事業費
282,069

受託事業費
18,000

受託事業費
23,120

受託事業費

負担金事業費

単独事業費

補助事業費

 

          

平成２０年度 

8,041,833 

(指数100)                             

平成２１年度 

  3,939,144 

(指数 49.0)  

      ※指数は平成 20年度を 100とした場合の割合です。 

 

一般会計当初予算（性質別歳出）                  (単位：千円) 
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特別会計当初予算前年度比較 

86,530

94,230

152,400

127,110

69,480

573,100

69,480

139,090

155,650

29,120

62,770

93,410

92,310

153,700

112,550

76,840

500,000

65,810

142,650

112,740

111,990

89,060

4,261,990

4,080,900

財産区

国民健康保険(直診)

小型浄化槽事業

農業集落排水事業

漁業集落排水事業

公共下水道事業

土地区画整理事業

駐車場事業

港湾事業

簡易水道事業

公共用地先行取得事業

ｹｰﾌﾞﾙﾈｯﾄﾜｰｸ事業

Ｈ２１

Ｈ２０

 

 

 

7,236,770

1,255,240

10,654,270

7,777,690

1,190,570

10,670,570

1,359,660

38,030

介護保険

老人保健医療

後期高齢者医療

国民健康保険

Ｈ２１

Ｈ２０

 
 

（事業勘定） 

（単位：千円） 

（単位：千円） 
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Ⅱ 平成 20年度予算の補正及び執行状況について 

 平成 20年度一般会計当初予算額は， 451億 3,600万円です。 

 その基本施策は，道路・街路の整備など，生活関連社会資本の整備を継続するととも

に，情報格差是正のための情報基盤整備，本郷駅前整備関連事業などの都市基盤整備を

推進しました。 

また，教育施設の充実，保健・医療を含めた高齢化社会への対応，生活環境の保全や

防災などの安全対策の強化あるいは，教育・文化の高揚等，快適な暮らしができるまち

づくりへの期待に応えるため，関連施策を推進し，その実現に向けて総合的な視点に立

って諸施策を実施してきたところです。 

 これら，当初予算に盛り込まれた諸施策のほかに，20年度中に追加された補正予算総

額は， 26億 4,715万円です。 

 （次表「補正予算の概要」参照） 

 

 補正予算では，当初計画の事務事業を充実強化するものをはじめ，定額給付金事業，

地域活性化・生活対策事業などの補正が行われました。 

 これにより，平成 20年度の一般会計の予算総額は，前年度からの繰越明許費等 10億 

9,005万 1千円を加え， 488億 7,320万 1千円となっています。 

 ３月末の歳出予算の執行割合は，74.6％です。これは，事務事業の終期が年度末に集

中し，その経費の経理を５月末までに整理することによるもので，５月末の出納閉鎖期

における予算の最終執行率は，前年度と同様 97～98％程度となり，平成 20年度の事務

事業の実質的な執行率は，ほぼ，100％で，所期の目的を達成すると見込んでいます。 

 歳入の３月末の執行割合は，78.0％で，最終的には予算計上額相当額の執行率を見込

んでいます。 
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補正予算の概要 

 一般会計補正予算の主なものは次のとおりです。 

・ 市 議 会 議 員 選 挙 費   1,338 万円 

・ 高 齢 者 生 き が い 対 策 費   1,080 万円 

・ 総 合 食 育 推 進 事 業 費   213 万円 

・ 大 気 汚 染 調 査 費   210 万円 

・ 施 設 維 持 補 修 費 （ 小 ・ 中 ・ 幼 ）   2,680 万円 

・ 地 方 特 定 道 路 整 備 事 業 （ 糸 崎 港 線 ）  2億  660 万円 

・ ま ち づ く り 事 業 費 （ 松 浜 地 区 ）   6,000 万円 

・ 障 害 者 自 立 支 援 特 別 対 策 事 業 費   290 万円 

・ 次 世 代 育 成 支 援 行 動 計 画 策 定 事 業 費   256 万円 

・ 災 害 復 旧 費   7,710 万円 

・ 中 小 企 業 金 融 対 策 費  2億  1,500 万円 

・ 道 路 維 持 補 修 費   2,900 万円 

・ 農 業 用 施 設 維 持 補 修 費   15,700 万円 

・ 離島振興費  12,300 万円 

・ 定 額 給 付 金 事 業 費  16億  8,520 万円 

・ 地域活性化・生活対策事業費 5億  1,691 万円 

・ 子 育 て 応 援 特 別 手 当 事 業 費   6,300 万円 

・ 各 種 基 金 積 立 金  4億 6,910 万円 

・ 市 債 利 子  △2億 770 万円 

・ 一 時 借 入 金 利 子   △350 万円 
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　平成２０年度予算の執行状況　一般会計　歳入(３月３１日現在)

38,135,173

2,815,306

482,900

2,442,111

1,946,977

4,531,518

673,858

681,382

8,837,658

15,608,454

48,873,201

3,469,388

5,356,200

2,509,452

900,537

2,442,446

7,356,181

688,305

956,963

115,009

16,330,024

8,863,705

合計

その他

市債

諸収入

繰入金

県支出金

国庫支出金

使用料，手数料

分担金，負担金

地方交付税

市税

予算現額

収入済額

単位　　　　　　　(千円)

22.0%

78.0%

収入済

収入未済
(99.7%)

(71.2%)

(97.9%)

(61.6%)

(79.7%)

(12.8%)

(97.3%)

(9.0%)

(81.1%)

(78.0%)

(95.6%)

 

 

平成２０年度予算の執行状況　一般会計　歳出（３月３１日現在）

36,477,260

892,879

7,238,761

3,558,202

1,522,400

4,347,590

1,509,158

982,018

1,814,088

9,601,713

5,010,451

48,873,201

3,651,328

7,241,678

4,254,515

1,704,964

8,665,472

1,892,603

1,714,689

2,463,256

11,845,790

5,438,906

合計

その他

公債費

教育費

消防費

土木費

商工費

農林水産業費

衛生費

民生費

総務費
予算現額

支出済額

74.6%

25.4%

支出済

支出未済

(92.1%)

(81.1%)

(73.6%)

(57.3%)

(79.7%)

(50.2%)

(89.3%)

(83.6%)

(100.0%)

(24.5%)

(74.6%)

単位　　　　　　　(千円)
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特別会計予算の執行状況 

 公営企業（病院，水道，交通）を除く 23の特別会計の当初予算は，263億 2,689万円

でありましたが繰越明許費 8億 7,649万円，補正額 4億 1,968万 1千円を追加し，予算

総額は，276億 2,306万 1千円です。 

 特別会計補正予算の主なものは次のとおりです。 

・港湾事業特別会計 

港湾管理費  1,349 万円 

 

・土地区画整理事業特別会計 

地方道路交付金事業費（椋本三太刀線）  2,100 万円 

地方特定道路整備事業費（椋本三太刀線） △  4,000 万円 

 

・公共下水道事業特別会計 

公共下水道建設費（雨水補助） 1億  円 

公共下水道建設費（汚水単独） △  8,000 万円 

 

・国民健康保険（事業勘定）特別会計 

一 般 被 保 険 者 高 額 療 養 費   9,500 万円 

 

・老人保健医療特別会計 

繰上充用金 1億  6,606 万円 

 

・後期高齢者医療特別会計 

賦課徴収費  1,130 万円 

 

・介護保険特別会計 

介護給付費準備積立金  7,730 万円 

介護従事者処遇改善臨時特例基金積立金  5,990 万円 

居宅介護サービス給付費 7億  円 

地域密着型介護サービス給付費 △ 3億  円 

介護予防サービス給付費 △ 2億  7,000 万円 
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３月末の特別会計（公営企業会計を除く 23会計）の歳出予算の執行割合は，83.4％で

あり，歳入予算の執行割合は 74.2％であります。 

 

　平成２０年度予算の執行状況　特別会計(３月３１日現在)

83.4

51.0

88.0

90.4

96.8

78.1

90.3

51.7

94.0

60.2

63.1

56.0

49.5

73.1

71.4

100.0

35.7

74.2

81.6

83.0

90.1

86.6

22.1

18.5

20.6

35.8

31.8

97.7

38.1

0.0

5.4

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

合　　　　計   27,623,061千円

財   産   区       86,530千円

介 護  保 険    7,362,256千円

後 期  高 齢    1,266,540千円

老人保健医療    1,525,716千円

国保（直 診）      94,230千円

国民健康保険   10,756,623千円

小型  浄化槽      152,400千円

農 集  事 業      127,110千円

漁 集  事 業       81,802千円

公 共 下水道    4,979,477千円

土地区画整理      673,856千円

駐車場 事 業       69,480千円

港 湾　事 業      152,576千円

簡易水道事業      202,575千円

公共用先事業       29,120千円

ｹｰﾌﾞﾙﾈｯﾄ事業      62,770千円

（％）

歳入執行状
況

歳出執行状
況

319.2

107.6

103.2
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Ⅲ 市債及び一時借入金の状況について 

(1) 市債の状況 

  市債（地方債）は，学校その他の文教施設，道路などの公共施設の建設や災害復旧

などで一度に多額の資金を必要とする事業を実施する場合，その財源に充てるため発

行が認められている長期の借入金です。 

  平成 20年度では，一般会計で 6億 298万円程度，公共下水道事業特別会計で 7,89

9 万円程度の元金の繰上償還を行い，市債残高の縮減に努めました。 

  平成 21年 3月末の市債の現在高（一般会計と特別会計の合計）は，835億 8,221万

円で，対前年比 59億 5,817万 8千円の減となっていますが，借入時期が出納閉鎖期の

5月に集中するため，20年度末は，879億 9,966万円程度の現在高になる見込みです。 

(2) 一時借入金の状況 

  一時借入金は，歳出予算を執行するうえで，一時的な歳計現金に不足を生じたとき

に短期の借入を行って，その不足を補うためのものです。 

  平成 20年 4月から平成 21年 3月末まで，一般会計，特別会計での借入はありませ

ん。 
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Ⅳ 市民の税負担の状況について 

 平成 21年度当初予算における市税は，前年度の当初予算と比べて，6億 9,696万 7千

円（4.3％）の減を見込んでいます。 

 主なものとしては，個人市民税は, 給与所得,営業所得は前年並みを見込み，分離課

税の土地及び株式の譲渡所得は減を見込んだことにより 5,392万円の減，法人市民税

は，景気後退の影響による法人所得の激減を勘案し 3億 1,012万円の減，固定資産税

は，地価下落の影響や評価替えに伴う評価減を考慮して，2億 6,624万円の減を見込んで

います。 

 平成 21年度当初予算における，市民一人当たりの税負担の状況は，次のとおりです。 

 

 

市民１人当たりの税別負担割合（平成２１年度当初予算）

都市計画税
7,709円
5.1%

市たばこ税
5,807円
3.9%

入湯税
188円
0.1%

軽自動車税
2,155円
1.4%

固定資産税
74,149円
49.2%

市民税（個人分）
47,589円
31.6%

市民税（法人分）
13,190円
8.7%

市民１人
当たり

150,787円


